
残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約の新規対象物質を  

化審法第一種特定化学物質に指定することについて  

平成21年7月23日  

厚生労働省医薬食品局審査管理課化学物質安全対策室  

【背景】  

1．残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（平成16年5月発効。以下「PO   

Ps条約」という。）においては、難分解性、生物蓄積性、毒性及び長距離移動性を有   
するPOPs（Persistent Organic PoHutants、残留性有機汚染物質）による人の健康の   

保護及び環境の保全を図るため、各国が国際的に協調して、条約の対象物質について、   

製造及び使用を原則禁止する等の措置を講じることとしている（参考1）。我が国にお   

いては、平成17年に国内実施計画を定め、対象物質に関する製造、使用、輸入及び輸   

出の規制については、但星造、農薬取締法、薬事法、及び外為法lこ基づき、所要の措置   

が講じられているところである。過去においては、現在のPOPs条約対象物質のう   

皇、意図的に製造されることのないPCDD及びPCDFを除いた10物質について、第一種   

歩定化学物質（以下「一特」という。）に指定し、重刷（事実上禁止）、   

塵岬茸じている。  

2．POP s条約における対象物質の追加のための手続きとしては、締約国から提案のあ   

った候補物質について、残留性有機汚染物質検討委員会（以下「POPRC」という。）   

において、締約国等から提供された科学的知見に基づき、条約で定められた手順に基づ   

く検討を行うこととされている（我が国からは、委員として北野大 明治大学教授が第   

1回より継続的に出席。検討の手順については参考2を参照。）。昨年秋までに、4回の   

POPRCが開催されており、その結果、締約国会議に対して、9種類の物質について、   

附属書A（廃絶）、附属書B（制限）又は附属書C（非意図的放出の削減）へ追加する旨   

断重された。   

3．本年5月に開催された第4回締約国会議においては、上記勧告を踏まえ、当該9種類   

の物質を附属書に追加することが検討された。その結果、各物質について、参考3のと   

ぉづ附属書に新たに追加することが決定された。これら物質については、今後、条約の   

下で、製造、使用等を廃絶・制限する措置等が講じられることとなる（改正される附属   

書の発効は、国連事務局による各国への通報から1年後）。  

【化審法による対応】  

4．今回附属書に追加されることとなった化学物質については、（Dpopsとしての要件   

（参考4）を満たすことがPOPRCにより既に科学的に評価されており（別添l～9   

を参照）、これらの要件は化審法の－持と同様に、分解性、蓄積性並びIこ人等への毒性   

皇室塵したものであること、②エ業化学品として意図的に製造される可能性がある物質   

であることから、下表のとおり、速やかに化審法の一特に指定し、現在のPOPs条約   

対象物質と同様に、関係法令とも連携しつつ、原則、これら物質の製造・使用等を禁止   

するための所要の措置を講ずることとしたい。   



5．なお、．これら物質のうちrPFOSとその塩及びPFOSF」については、日本としても、条   

約で認められた範囲で我が国に必須の特定の用途について適用除外の登録等を行う予   

定であり、化審法等の国内担保法体系において、その用途の内容及び管理のために必要   

な措置等について検討する必要がある。  

POPs条約への新規追加に伴い化審法第一種特定化学物質へ指定を行う物質（案）  

No．   化学物質名   CAS番号   
化審法官報  
公示整理番号   

1763－23－1  2－1595  

2795－39－3＊  2－2810   

402卜47－0＊  

口  ペルフルオロ（オクタンー1－スルホン酸）（別名PFOS）又はその塩  
29457」72－5＊  

29081－56－9＊  

70225－14－8＊  

粥773－42－3＊  

251099－16－8＊  

307－35－7   2－2803   
2  ペルフルオロ（オクタンー1－スルホニル）＝フル＊［）ド（別名PFOSF）  

608－－93－5   3－76   
3  ペンタクロロベンゼン  

′－1，C－2．f－3．c－4，f－5，f－6－ヘキサクロロシクロヘキサン  319－84－6   3－2250  

4         （別名α－ヘキサクロロシクロヘキサン）  9－1652   

′－1，J－2，C－3，f－4．c－5．f－6－ヘキサクロロシクロヘキサン  319－85－7   3－2250  

5         （別名β－ヘキサクロロシクロヘキサン）  9－1652   

′－1．c－2．f－3．c－4，C－5，f－6－ヘキサクロロシクロヘキサン  ち8－89－9   3－2250  

6         （別名γ－ヘキサクロロシクロヘキサン又はリンデン）  9－1652   

了  デカクロロペンタシクロ［5．3．0．0乙6．03・9．04・8］デカンー5－オン   143－50－0  

（別名クロルデコン）   

36355－01－8  
8  ヘキサブロモビフェニル  

9  テトラブロモ（フエノキシベンゼン）（別名テトラブロモジフェニルエーテル）   
40088－47－9‥  3－61   

10  ペンタブロモ（フエノキシベンゼン）（別名ペンタブロモジフェニルエーテル）  32534－81－9＝  

皿  ヘキサブロモ（フエノキシベンゼン）（別名ヘキサブロモジフェニルエーテル）   
6863卜49－2＊＊＊  

207122－15－4‥＊   

12  ヘブタブロモ（フエノキシベンゼン）（別名ヘブタブロモジフェニルエーテル）  446255－22－7＊＊＊  3－3716＝＊＊   

207122－16－5＊＊＊  

書ペルフルオロオクタンスルホン酸塩の例  

‥商業用ペンタブロモジフェニルエーテルに含まれる代表的な異性体  

＝‥商業用オクタブロモジフエニルエーテルに含まれる代表的な異性体  

‥‥ ジフエニル＝エーテルの臭素化物（Br＝7～9）として  

参考1 POP s条約の概要  

参考2 新規POP sの追加フロー  

参考3 第4回締約国会議において決定された事項  

参考4 POP s条約附属書Dに規定されている情報の要件及び選別のための基準  

別添1～9 POP RCにおいて作成された危険性の概要（Risk Prof‖e）  
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（参考1）残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（POPs条約）の概要  

1一 日 的   

リオ宣言第15原則に掲げられた予防的アプローチに留意し、毒性、難分解性、生物蓄積  

性及び長距離移動性を有するPOPs（PersistentOrganicPollutants、残留性有機汚染物質）   

から、人の健康の保護及び環境の保全を図る。  

2．各国が講ずべき対策  

（カPCB等9物質の製造、使用の原則禁止及び原則制限（DDTのみ）   

②ダイオキシン、PCB等4物質の非意図的生成物質の排出の削減   

③popsを含む在庫・廃棄物の適正管理及び処理   

④これらの対策に関する国内実施計画の策定   

⑤その他の措置  

・条約対象12物質※1と同様の性質を持つ有機汚染物質の製造・使用を防止するための措置   

・POPsに関する調査研究、モニタリング、情報提供、教育等   

■途上国に対する技術・資金援助の実施  

3．条約の発効  

平成16年5月17日発効（日本は平成14年8月30日に締結済）。平成21年5月1日現在162ケ   

園（＋EC）が締結。  

4．条約発効後の動き   

対象物質追加の検討を行うPOPs検討委員会会合を、平成17～20年の各年11月に開催。平  

成21年5月に開催されたCOP4において新たに9物質※2の追加が決定された。  

5．我が国の対応  

○ 対象物質の製造・使用禁止等については、化審法、農薬取締法等で措置。  

○ 関係省庁連絡会議（議長は環境保健部長）において国内実施計画を作成し、平成17  

年6月、地球環境保全に関する関係閣僚会議にて了承。  

○ 我が国の主導により東アジアPOPsモニタリング事業を実施。  

O POPs検討委員会に北野大 明治大学教授を、条約有効性評価のための調整グルー  

プ及び地域組織グループに柴田康行 国立環境研究所化学領域長を派遣。  

※1 対象物質：  

アルドリン、ディルドリン、エンドリン、クロルデン、ヘブタクロル、トキサフェン、マイレックス、ヘ  

キサクロロベンゼン、PCB、DDT、ダイオキシン■ジベンゾフラン  

※2 COP4において追加された物質：  

クロルデコン、リンデン、テトラ・ペンタブロモジフエニルエーテル、ヘキサブロモビフェニル、ペル  
フルオロオクタンスルホン酸及びその塩、パープルオロオクタンスルホン酸フルオリド（PFOS及びその  
塩、PFOSF）、ペンタクロロベンゼン、ヘキサ・ヘブタブロモジフエニルエーテル、α・ヘキサクロロシク  

ロヘキサン（α－HCH）、β－ヘキサクロロシクロヘキサン（β－HCH）  
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（参考2）新規POPsの追加フロー  

新規P肝sの追加フロー  
附属書A，B及びCへの化学物質の掲載（那姦）及び附届書の改正（第21嘉，22姦，25嘉4〉  

＊ここで「締約国等」とは、  
締約回及びオフザーパーをいう  

＿■＿∴豊実作成にあたニリ、他の ■ ■一h■r■‾・l■‾t‾ Y－－■ 一 ヽ  ■■■‾‾‾  スクリーニング段l管  締約国A加ら事焉局への握妻側重り  
（附属書Dに定める情報を記載）  l ：紆釣国文は事務局からの；  

！麦藁を労ナることが司儀 l  
l L＿● ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿▼＿＿＿＿＿＿＿  

姦釣事義局による確認用封）  
－●●■ ‾‾ ‾‾ ‾ ‾‾‘‾‾t■‾‾ ‾1  

再膵個ぎへの惜；  
：積悪倶川真申 ：  
；（物質追加提案書：   

委員会  

L＿＿＿ ＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿J  

Dに富める情報孝確喜慧）  （附属書   

却下された場合、いかなる  
締約国も南濃出が可名臣。相  
姦5）  

POP苦境討委員会によも審査用套3）  

（附属書Dの選別基準に基づき審査）  再提出  

再提出が検討委員会により  
再度却下された場合には、  
異議甲し立て可能。締約国  
会議で検討し先に進めるこ  
とを決定できる。相姦＝5）  

塑 届書E情報掛某（8  ： 
＿   

危険性のモ要  
（R誌kProfile）   

作成段l皆  複層I委員会による「危険性のモ要」実の作成ゆ嘉6）  

（附属書Eに基づく情報を加味した更なる検討）  
締約国は検討委員会から提  
案締約国及乙封也の綿糸勺国に、  
1年未満に退加情報の提供を  

求めるよう、裾前委員会に指  
示することを、締約国会喜義で  
検討するよう要喜毒することが  

‾一‾‾‾ 
l  l  概要」実の情報提供  の「危険■r   締約匡】  

月旦並碓的転塞見場き套吐＿＿…：  

できる。（8垂8）  
検討委貝会による「危険性のモ要jの完成仲条射  

る審査用套丁）  検討委月   
く「危険性の順要」に基づき、重大な悪影響をもたらすおそれ郡あ  

ろ打l♪う九＼のf身冨＝棺妻帯割こ過める。）  
検討委月．会による  

受領した情事矧こ基づ苫、危  
険性の概要及び締約国会喜美  
即決左す引鼻先度に従って  危険の管理に申する評価   

胆；＄knlallagement  

e桐】ll細i㊥nIの作成段階  

再検討する用量椚  締約国尊からの附属妻F情報提供（8姦7）  

検討書員会による「危険の菅租こ四すも評仙の作成（8圭7）  
締約回lよ鼻喜蓑申し立  

て可能。締約匡l会喜美で  
検討し先に邁めること  

を決定できる。用真田  
最終決完偏l旨  

検討妻昌会による勧告（8真如  
（「危険性の概要」、「免除の管理に関する評価」に基づき、締約国会喜薫か  

ぺ きかどうかを勧告）  ノVBノClこ掲載すうことを検討すう  当語物常宅附属  

締約匡l会喜蓑の  

6ケ月以上前  

lこ事汚局ひ附  

属書己女正真を  
締約国に退幸愕  

庸彙9）  締的国会議における決定   
科学的な確実性がないことを含め、委員会の勧告孝十分考慮し、当≡亥物質を附  
属書A／即Cの表に掲げ及び関連する規制措置を特定するかどうかにつき、予防  

的な態様で決定。  

締約国会議における附属書んB又は即）改正の採択ロ1条1～3）  
附属書の改正は原則コンセンサス方式で採択。合意に達しない場合lこは最後の  
解決手指として出席しかつ投票する締約国の3／4以上の蟄敲による講演によ  

り‡完訳。   

附属書Å，B又はm改正の効力発生但2条4→22条3準用）  
改正の附属書を受託できない締約国はモの盲を改正の附属書採択日から1年以  
内に書面により害喜毛者に通告。（寄託者は全締約国にその旨を通報）。通告の  
撤回も可能。  
己女正の附属書は、寄喜毛著による採択通報日から1年穣一こ、受託できない旨書面  

で通告した締約国以外の全ての締約国に地力発生。   



（参考3）第4回締約国会議において決定された事項  

○附属書Aへの追加  

物質名   主な用途   決定された主な規制内容   ※   

ラブロモジフエ  プラスチック  ・製造・使用等の禁止   9，10   

エーテル、ペンタ  難燃剤   （以下の用途を除外する規定あり）   

モジフ工ニルエ  ・当該物質を含有する製品のリサイクル   

ル  

ルデコン  農薬   ・製造・使用等の禁止   7   

No：143・50・0  

サブロモビフェ  8   

難燃剤   

No：36355・01－8   

デン（γ－HC  ・製造・使用等の禁止   6  

（以下の用途を除外する規定あり）  

No：58－89・9   ーアタマジラミ、疹癖の医薬品用の製造と使用   

ヘキサクロロシ  4   

ヘキサン  生物   

No：319・84・6   

ヘキサクロロシ  5   

ヘキサン  生物   

No：319・85－7   

サブロモジフェ  プラスチック  ・製造・使用等の禁止   11，12   

エーテル、ヘプタ  難燃剤   （以下の用途を除外する規定あり）   

モジフエニルエ  ・当該物質を含有する製品のリサイクル   

ル  

○附属書Bへの追加  

物質名   主な用途   決定された主な規制内容   ※   

フルオロオクタ  撥水撥油剤、  ・製造・使用等の禁止   1，2   
J  （以下の目的・用途を除外する規定あり）   

ノ㌧  ・写真感光材料   

り． ・半導体用途   

り  ・フォトマスク   

［ ・医療機器   

No：1763・23・1  ・金属メッキ   

No：307・35・7  ・泡消火剤  

・カラープリンター用電気電子部品  

・医療用CCDカラーフィルター など   

勅
琵
吋
酎
椚
 
 
 
 
上
 
 

D
 

○附属書A及びCへの追加  

物質名   主な用途   決定された主な規制内容   ※   

クロロベンゼ  ・製造・使用等の禁止   3  

・非意図的生成による排出の削減   

N          0：608・93－5   

ペンタ  

ン  

CAS  

（注意）上記の表中の情報は省略・簡略化しているため、規制内容の詳細については、条約事務局の  

ホームページ（htt  ソ／ww．  S．i【t／）から会議文書を御確認いただきたい。  

※2ページに記載の物質リストとの対応。  
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（参考4）POPs条約附属書Dに規定されている情報の要件及び選別のための基準   

POPRCでは、締約国から提案のあった化学物質ごとに、附属書Dに定められた選別のための  

基準（下記を参照）に基づき審査を実施後、附属書Eに沿って、これら情報を更に考慮、評価した  

上で、当該化学物質が、長距離にわたる自然の作用による移動の結果として、世界的規模の行動を  

正当化するようなヒトの健康又は環境に対する重大な悪影響をもたらすかどうかの評価を行うた  

め、危険性の概要（鮎skPro丘1e）の作成が行われる。  

商品名、商業上の名称、別名、ケミカル・アブストラクツ・サービス（CAS）登録番号  

化学物質の特定     、国際純正・応用化学連合（IUPAC）の名称その他の名称  

構造（可能な場合l；は異性体の特定を含む。）及び化学物質の分類上の構造   

化学物質の水中における半減期が2ケ月を超えること、土中における半減期が6ケ月を超  

残留性  えること又は堆積物中における半減期が6ケ月を越えることの証拠   

（次のしゝずれか）  この条約の対象とすることについての検討を正当とする十分な残留性を化学物質が有す  

ることの証拠   

化学物質の水生種の生物濃縮係致若しくは生物蓄積係数が五千を超えること又はこれら  

の資料がない場合にはオクタノール／水分配係数の常用対数値が五を越えることの証拠  

生物蓄積性        化学物質に他に懸念される理由（例えば、他の種における高い生物蓄積性、高い毒性、生   

（次のいずれか）  態毒性）があることの証拠  

化学物質の生物蓄積の可能性がこの条約の対象とすることについての検討を正当とする  

のに十分であることを示す生物相における監視に基づく資料   

化学物質の放出源から離れた地点における当該化学物質の潜在的に懸念すべき測定の水  

準  

長距離にわたる        化学物質が別の環境に移動した可能性とともに、大気、水又は移動性の種を介して長距離   

自然の作用によ  にわたり自然の作用により移動した可能性を示す監視に基づく垂料   

る移動の可能性  化学物質がその放出源から離れた地点における別の環境に移動する可能性とともに、大気   

（次のいずれか）  、水又は移動性の種を介して長距離にわたり自然の作用により移動する可能性を示す環境  

運命の性質又はモデルによる予測結果。主に大気中を移動する化学物質については、大気  

中における半減期が二日を超えるべきである。   

この条約の対象となる化学物質とすることについての検討を正当とする人の健康又は環  

悪影響  境に対する悪影響を示す証拠   

（次のいずれか）  
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